
人財力主義

JFRグループは、サステナビリティ経営を推進するための最大の経営資源は「人」であり、人財の成長なくして企業の成長・発展はないと考えています。「従業
員は宝（財）」であるとの認識のもと、その個性と能力を最大限に引き出し、人財力を開発する“人財開発企業”の実現を目指しています。

経営を支える多様な人財 社会
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街づくり 地域活性化お客様のWell-Being Life人権尊重 ステークホルダーからの声人財

当社グループは、職務型人事制度を経て、2019年度から、一人ひとりの人財にフォー
カスし、「人財力」を高めるための独自の考え方である「人財力主義」という考え方をとっ
ています。これは、一人ひとりの成果、行動、知識・スキルといった表出している部分だけ
ではなく、目に見えない、人財価値、性格、価値観、気質、志向・趣味を含めて正しく把握
し、適正配置による仕事を通じた育成と、その成果を適正に評価し処遇する人事マネジメ
ントの仕組みです。
「人財価値」という視点を取り入れて開発していくことを通じて、不透明な経営環境下
でも成果を発揮できる基礎的な能力を磨くことにつながり、年齢や性別にとらわれない
戦略的な人財配置も可能となります。
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《 グループ戦略課題 》
事業ポートフォリオ変革・新百貨店ビジネスモデルへの転換

永続的な成長に不可欠な必須条件 （社会的要請）

組織風土・企業文化の刷新

人財運営基盤の再構築
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ダイバーシティ＆
インクルージョン
・女性・シニア活躍
・LGBT、障がい者

・効果的な働き方
・副業への対応

・育児両立支援
・介護への対応

・雇用区分間均衡
・年金・退職金

・メンタル疾患対策
・ハラスメント対策
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健康経営・
人権働き方の多様化

人事諸制度 タレントマネジメントシステム 人事組織・体制

人財力

マテリアリティのKPIとその進捗 

JFRのマテリアリティ 環境の取り組み 社会の取り組みトップメッセージ TCFD提言に沿った 
情報開示 社外からの評価 サステナビリティボンド

レポーティング データ集社会の取り組みサステナビリティの 
歩み推進体制 ステークホルダー

エンゲージメント



人財育成 「JFR MIRAI CREATORS Fund」の設立デジタル人財の育成
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街づくり 人財地域活性化お客様のWell-Being Life人権尊重 ステークホルダーからの声

新規事業の創出

発明風土の進化

グループ外の
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経営人財の育成

内発的動機を刺激
新たなチャレンジ促進

当社グループが重点的に投資していく人財像は、“内
発的動機と、ビジョンや目指す姿を重ね合わせ、「自ら
手を挙げる」自律した人財”です。

人財開発の方針として、一律に底上げをはかるもの
は効率化し、選抜型、「自ら手を挙げる」公募型のカリ
キュラムに重点投資するという「選択と集中」を基本と
しています。

具体的には、①若年層の早期育成と選抜、②セカン
ドキャリアを迎えるミドル・シニア層のリスキリングによ
る再活性化、③グループ事業会社内にとどまらない高
い汎用性を持った経営人財の育成、に重点的に資源投
入していきます。

当社は、2022年10月、ベンチャーキャピタル事業に
幅広い知見を有するイグニション・ポイントベンチャーパー
トナーズ株式会社と共同で、コーポレートベンチャーキャ
ピタル「JFR MIRAI CREATORS Fund」を設立しました。
本ファンドは、スタートアップ企業との資本・業務提携を
通じた新規事業の創出におけるR&Dの強化や、当社
グループの風土改革を主な目的としています。

本ファンドは「未来をより良く、面白くする」をビジョン
に掲げ、多くのグループ社員が参加できる仕組みとす
ることで、未来の経営人財の育成と、グループビジョン
実現に向けた「発明する」企業風土への進化にもつなげて
いきます。

これからのイノベーションに欠かせないのはデジタル
人財※です。当社は、2030年までにグループ全体で
1,000人のデジタルコア人財を育成する目標を掲げてい
ます。これは、グループ各社各部門に最低１名以上のデ
ジタルコア人財を配置することを想定したものとなって
います。

2022年には、中核となるデータアナリスト、デジタル
デザイナーの育成を開始し、２０２３年８月現在、３８名が
プログラムを修了しました。

当社グループは、この取り組みによって、日々の業務
に新たな価値や変化をもたらすだけではなく、部門や事
業会社を超えた相互連携による業務革新やシナジー創
出を通じた生産性向上を目指していきます。
※データやデジタルテクノロジー、そしてビジネスリテラシーを持ち、データをビジ　
　ネスに活用するカスタマーデータドリブン経営と、新規ビジネスを支える人財
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LGBTの取り組み女性活躍推進
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街づくり 人財地域活性化お客様のWell-Being Life人権尊重 ステークホルダーからの声

当社グループでは、２０１９年に策定した「人権方針」に
おいて、性的指向・性自認への差別とハラスメントの禁止
を明文化しています。

２０２１年３月には、「同性パートナーシップ規則」の制定
および「性別移行支援休暇」を新設しました。また、全事
業会社内に社員が匿名で相談できる「LGBT相談窓口」
も設置し、多様な社員が活躍できる職場環境の構築に努
めています。

また、管理職研修や、全従業員を対象としたe-ラーニ
ング、社内イントラネットでの啓発などを通じて、全従業
員のLGBTに関する理解促進と、多様な個性を尊重する
インクルーシブな風土醸成に取り組んでいます。

渋谷PARCOは、2022年からダイバーシティをテー
マとした「PRIDE」を開催しています。館内外をレインボー
カラーに彩り、あらゆるボーダーから自由になり、一人
ひとりの自分らしさに目を向けたイベントや展覧会を開催
しました。

男性育児休職取得率（連結）

※2021年度以降、男性育児休職取得率は、 LRQAリミテッドによる第三者保証を取得

2020年度 2021年度 2022年度
18.8％

 （取得人数8名）
43.6％

 （取得人数24名）
68.0％

 （取得人数３４名）

当社グループは、全社員の52.9%が女性であることか
ら、企業成長を目指すうえで、女性の活躍を推進するこ
とは重要な経営戦略であると認識し、取り組みを強化し
ています。２０２２年度は、「女性活躍推進プロジェクト」を
社長直轄で実施しました。

また、今後活躍を期待する女性を対象とした選抜型
「キャリアフォーラム」を開催し、リーダーシップの発揮、
管理職になるためのマインドセットについて研修を行い
ました。

女性活躍推進プロジェクト
プロジェクトメンバーは、各事業会社選出の男女で構成

し、誰もが個性と能力を十分に発揮できる環境づくりにつ
いて論議を重ね、代表執行役社長への提言を行いました。

この提言を元に、サステナビリティ委員会で各事業会社
社長を含む委員が、課題やあるべき姿について論議し、最
終的には、代表執行役社長が全従業員に対して、ダイバー
シティ＆インクルージョンの実現に向けたコミットメントを
表明しました。

女性取締役の登用
当社は、2023年5月末現在、取締役11名のうち、女

性は3名（社内1名、社外2名）であり、女性比率は27％と
なっています。

男性育児休職の取得促進
当社グループは、従来の男女の性別役割分担の意識に

とらわれることなく、従業員一人ひとりが、生活と仕事を
両立しながら働きがいをもって活躍できる環境を築き、従
業員のWell-Being Lifeを実現したいと考えています。

J.フロントリテイリングと大丸松坂屋百貨店では、産後
パパ育休（出生時育児休職）の取得日数に応じた「育児参
画奨励金」の支給や、性別を問わず取得できる育児支援
休暇（小学校就学月の末日までの子どもがいる社員を対
象に、毎年3日取得可能）を設けています。またパルコでは、
育児休職を取得した従業員に対し、性別を問わず奨励金
を支給し、従業員の積極的な育児参加を促進しています。

※2021年度以降、女性管理職比率は、 LRQAリミテッドによる第三者保証を取得
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